
人手不足を解決する

特定技能人材の活用について

株式会社スカイネット 

採用コスト削減と安定雇用の実現
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日本の

人材不足の現状
今まで：1995年から2025年までの人口推移

減少数：
8,716万人
−
7,170万人
＝
1,546万人減少

これは、東京都の人口（約1,408万人）に匹敵します。

東京都全体の人口に匹敵する労働力が減少しました。

これから：2025年から2040年までの人口推移

減少数：
7,170万人
−6,213万人
＝
957万人減少

これは、神奈川県の人口（約922万人）に匹敵します。

神奈川県1県分の労働力が、今後15年で消失します

人材不足はすでに起きている問題ではなく、

これからさらに悪化する問題です。

人材確保は「今後の課題」ではなく

「現在の経営課題」です

出典：国立社会保障・人口問題研究所（IPSS）

　　　総務省「労働力調査」



企業様が直面している採用課題
このようなお悩みはございませんか？

募集しても応募が来ない 採用してもすぐ退職する 現場の負担が増えている 採用コストが増加している

求人掲載を続けても応募が集まら

ず、人員不足が慢性化している

採用しても短期間で退職し、

教育コストが無駄になっている

人手不足により既存社員の残業

や業務負担が増えている

求人広告費や紹介料が年々増加

し、採用負担が重くなっている



製造

04介護
試算
・介護職員1人が担当：利用者3～5名

・利用者1人の月売上：約25～35万円

→
職員1人不足で
月75万～175万円の売上機会損失

損失
職員不足により利用者の受入制限が発生し、
1人あたり月75万～175万円の売上機会損失が発生します。
人員不足が続くほど、年間千万円以上の損失につながります。

採用できないことによる損失

試算
・製造作業者1人の年間付加価値：400万～600万円

（月33万～50万円）

損失
作業員不足により生産能力が低下し、
職員1人あたり月30万～50万円の売上機会損失が発生します。
納期遅延は取引停止などの重大リスクにもつながります。

外食

試算
・席数40席
・回転率低下で売上10～30％減少
・月売上300万円
→
30万～90万円損失

損失
人手不足により営業時間短縮や席制限が発生し、
月30万～90万円の売上機会損失につながります。
機会損失は固定費を圧迫し、利益を大きく減少させます。

04建設

試算
・技能者1人の年間売上：600万～900万円

（月50万～75万円）

損失
作業員不足により受注制限や工期遅延が発生し、
1人あたり月50万～75万円の売上機会損失となります。
受注機会を逃すことで長期的な売上減少につながります。

採用できない状態が続くと、


職員1人あたり年間500万～1,000万円の売上機会損失が発生します。


これは採用コストを大きく上回る経営損失です。

特定技能の支援費は、月2万円／年間24万円



特定技能とは
日本政府が定める技能試験および日本語試験に合格し、
即戦力として就労可能と認められた外国人材です。

最大5年間の就労が可能です。

分野別
約336,800人　2025年6月末時点
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国別
約336,800人　2025年6月末時点
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特定技能が選ばれている理由
・製造業・介護・建設・外食など幅広い業種で活用実績

・すでに33万人以上が日本全国で就労中



・高い就労意欲

就労を目的として来日してい

るため勤労意欲が高く、安

定して勤務する傾向があり、

職場の生産性向上にも貢献

します。

特定技能のメリット

・採用コスト削減

国内採用のように求人広告

費や採用のやり直しが繰り

返されるリスクが低く、結

果として長期的に採用コスト

の削減につながります。

・長期雇用が可能

特定技能は在留資格として最

大5年間の就労が可能であ

り、短期離職が少なく、安定

した人材確保と計画的な人員

配置が実現できます。

・即戦力

技能試験および日本語試験

に合格した人材のため、基

本的な業務知識と日本語能

力を有し、採用後少しの指

導ですぐに現場で活躍でき

ます。









よくある質問

Q：途中で辞めませんか？

A：適切な支援体制により定着率は高く、長期的に安定し





た就労が可能です。

Q：日本語は大丈夫ですか？

A：日本語試験合格者のみをご紹介しており、業務上のコ





ミュニケーションが可能です。当然、採用面接もして





いただけますので、面接時に確認いただくことも可能





です。

Q：どのような業務が可能ですか？

A：各分野の技能試験に合格しており、現場業務に即戦力





として従事可能です。

Q：受入れに特別な準備は必要ですか？

A：弊社が申請から受入れ、就労後の支援まで一貫してサ





ポートいたします。

Q：採用までどれくらいかかりますか？

A：国内在住者の場合は2～3ヶ月、海外からの場合は3～








5ヶ月が目安です。

Q：費用はどれくらいかかりますか？

A：採用方法や人数により異なりますが、事前に明確なお





見積りをご提示いたします。

Q：外国人雇用が初めてでも大丈夫ですか？

A：多くの企業様が未経験から導入しており、弊社が全面






的に支援いたします。



kei

kei

■
導入概要
業種：リゾートホテル
人数：特定技能（ミャンマー）3名
時期：2023年（現在2年目）
配属：客室清掃・フロント補助

■
導入前の課題
・慢性的な人手不足により、現場の負担が増加
・求人を出しても応募が少なく、採用が困難
・清掃スタッフ不足で稼働制限が発生
・安定した運営体制の維持が課題

■
導入後の効果
・安定した人員体制を確保

・客室稼働率が向上

・既存スタッフの負担が軽減

・安定したホテル運営を実現

導入企業の事例

ホテル
人事マネージャー

■
費用対効果
支援費用：月額
約2万円／人
×
3名
＝月額
約6万円　＝年間
約72万円

一方で、清掃体制の安定により稼働制限が解消

稼働率改善による売上増加：月
約60万円改善
＝年間
約720万円改善

結果として、
年間約72万円の支援費用に対し、
年間約720万円の売上改善を実現

約10倍の費用対効果となっています

■
経営者様の声
「人材不足の不安が解消され、安定した運営ができています」
「人員体制が安定し、現場の負担が軽減されました」
「真面目で責任感が強く、安心して業務を任せられます」
「今ではホテル運営に欠かせない重要な戦力です」

導入人数：3名


継続率：100％（2年間）現在も全員が継続勤務中

■
実際に活躍しているスタッフの様子はこちら

実際に活躍している
スタッフの様子を見る

実際に勤務している特定技能スタッフ



特定技能導入までの流れ

01 02

人材選定から就労開始まで、最短2ヶ月～で実現

03 04 05

・人材選定

ご希望の職種・経験・日本

語レベルをもとに、条件に

合致する特定技能人材をご

提案します。履歴書や動画

等で事前確認が可能です。

・面接

オンラインまたは対面で面

接を実施し、技能レベルや

人柄、日本語能力を直接ご

確認いただきます。通訳対

応も可能です。

・内定

採用決定後、雇用契約を締

結し、在留資格申請など必

要な手続きを開始します。

申請業務は弊社が全面的に

サポートいたします。

・入国

採用決定後、雇用契約を締

結し、在留資格申請など必

要な手続きを開始します。

申請業務は弊社が全面的に

サポートいたします。

・就業開始

入社後は即戦力として業務を

開始します。定期面談や生活

支援などを通じ、安定した就

労を継続的にサポートしま

す。



特定技能導入費用の概算
特定技能人材の導入に必要な費用を、弊社実績に基づき概算として整理しております。
初期費用・支援費用・渡航費等を明確化し、安心してご検討いただける透明性の高い料金体系です。

▶寮の準備、生活備品購入、航空代金、国内移動費は、別途実費費用

▶国内人材の場合、10万円/名
追加。
▶早期退職
1ヶ月以内はサービス申込金の
80％返金、3ヶ月以内の場合、30％返金



項目 スカイネット A社 B社

サービス支援費 20,000円 25,000円 30,000円

毎月のサービス支援比較表
特定技能外国人の受入後に必要となる月額支援費用を、分かりやすく整理しております。
支援内容と料金体系を明確化し、安心してご利用いただける体制を整えています。

（1人あたり/税別）







低リスク導入

まずは少人数から導入するこ

とで、現場の負担や業務への

影響を抑えながら、無理のな

い形で外国人雇用を開始する

ことが可能です。

実際の業務への適性や職場

への定着状況を確認しなが

ら、⾃社の状況に合わせて

段階的に⼈員を増やすこと

が可能です。

就業開始後も定期的な⾯談

や⽣活⽀援を継続して⾏う

ため、企業様は安⼼して⻑

期的に雇⽤を継続すること

ができます。

導⼊後に問題がなければ、同

様の⼈材を追加採⽤すること

で、計画的かつ安定的に⼈員

体制を強化することが可能で

す。

低リスクスタート

段階的増員 継続支援 体制強化

多くの企業様が1～２名から導入し、現在は複数名体制へと拡大されています。



申請に必要な書類

1 お申し込み時に必要な書類

・求人票

・年間カレンダー

２ 面接までにご準備いただくこと

・支援委託契約

・雇用契約書・条件書作成
（求人票を元にスカイネットが作成）

・別途、作業風景の写真等

3 採用決定後～申請までに必要な書類

・登記事項証明書

・営業許可証

・給与規定及び就業規則

・役員住民票（特定技能に関わる役員）

・協議会加入証明書

・三六協定書

・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書

・賃金台帳など

※

※特定技能外国人を受け入れる企業は、分野ごとの協議会への加入が必須です。

加入していない場合は在留資格の申請自体ができません。受入前に必ず加入手

続きを完了させる必要があります。



採用から在留資格、支援、定着まで。


すべてを一貫してサポートします。

One Stop Solution.



会社概要

商　　　　号　

代　　　　表

事

業

内

容

株式会社スカイネット

樋口　卓

・特定技能人材の受入支援
・登録支援機関業務
・外国人雇用コンサルティング
・人材派遣業
・人材紹介業

メールアドレス 3,700万円
資
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info@skynet03.network
https://skynet03.com

所




在



地 【本　社】三重県松阪市田村町４５８-1

支　　　


店 【東　京】東京都中央区銀座1丁目16-7
【大　阪】大阪府大阪市西区西本町3丁目1-43
【名古屋】愛知県名古屋市中村区名駅4-24-16

お問い合わせ総合窓口
0120-660-698
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